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Abstract 
In most countries, the activity that produces the greatest CO2 emission is electricity 
generation. Furthermore, the use of Life Cycle Analysis (LCA) shows that various 
industrial systems that directly release only small amounts of CO2 depend largely on 
electricity. For example, electric cars do not release CO2 during operation, but they will 
release large amounts of CO2 in production process if the electricity is generated from 
coal-fired energy system mainly. So an electricity generation system that has a low 
dependence on fossil fuels, releases small quantities of CO2 and causes only a small 
environmental burden is highly desirable. 

From this viewpoint, we have focused on Solar Power Satellite (SPS) as a new 
power generation system and calculated CO2 emissions of several types of SPS. For this 
paper, we calculate the CO2 emission on a new concept of Tether-Type SPS presented by 
S.Sasaki(JAXA), using 2000 Japanese Environmental Input-Output Table. The result 
indicates that the CO2 emission from the Tether-Type SPS per unit of energy generated is a 
little more than from nuclear power system, however, much less than LNG-fired power 
system and coal-fired energy system, so the new SPS is one of the most effective alternative 
technology for further CO2 reduction in electric power generation . 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                      
* Presented at 10th SPS Symposium, 2-3 August, 2007 
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テザー型 SPS の CO2 負荷(暫定版)● 

 
朝倉啓一郎1  中野諭2  吉岡完治3    

 
1.はじめに 

われわれは，これまで，環境保全技術の CO2 負荷計算の一環として，化石燃料を使用しない

大規模発電システムである「宇宙太陽発電衛星(Solar Power Satellite；SPS)」に着目してきた。

宇宙太陽発電衛星は遠未来技術だが，現在の産業技術によっても，開発・導入の可能性が高い大

規模な発電システムである。しかし，システムの建設には膨大なエネルギーを必要とすることが

予想されることから，本研究では，SPS システムの CO2 負荷計算を試みることによって，CO2
負荷の観点から SPS システムの有効性を吟味する。 

本報告では，佐々木(2007)が提案するテザー型 SPS に着目し，はじめに，その基本構成を示

し，つぎに，環境負荷の評価手法として，環境分析用産業連関計算を説明し，最後に，テザー型

SPS の CO2 負荷を明らかにする。 

 

註：現在，佐々木(2007)により接近するために，衛星構造を修正中であること，および宇宙

輸送機の再推計を行っていることから，本報告は，暫定値として公表させて頂く。引用等には注

意されたい。なお，確定版は，『仮題：宇宙太陽発電衛星の研究』（慶應義塾大学出版会）にて公

表予定である。 
 
2.SPS の基本構成 

はじめに，太陽発電衛星（SPS）の基本構想を確認する。 
地上の太陽光発電は，火力発電所のように CO2，NOx および SOx を排出しないこと，原子力

発電のように放射性廃棄物が出ないことから，クリーンなエネルギーとして注目されている。し

かし，太陽電池パネルを地上に設置した場合には，晴天時と比較して，曇りや雨の日には発電量

が低下することや，夜間には発電ができないことから，安定的な電力供給が難しい。そこで，太

陽電池パネルを並べた衛星，すなわち太陽発電衛星（SPS）を静止軌道上に打ち上げて発電を行

い，地上で受電し，各産業・家計に送電するシステムが注目された。 
SPSの構想は，1968 年にアメリカのグレイザー（P.E.Glaser）が提案し，1978 年にアメリカ

のエネルギー省（Department of Energy;DOE）と航空宇宙局(National Aeronautics and Space 
Administration;NASA)が，通称リファレンスシステムと呼ばれるSPSを発表した（以下では，

DOE/NASAリファレンスシステムと呼称する）。DOE/NASAリファレンスシステム自体は，現

在から約 30 年前のプランではあるが，近年まで同システムより詳細な検討が行われた宇宙発電

システムは発表されていなかった。したがって，今日的なSPSシステムと比較するためにも，基

本型として，DOE/NASAリファレンスシステムのCO2 負荷を明らかにした4。その後，NASA
をはじめとして，宇宙科学研究所(現：JAXA)，宇宙開発事業団(現：JAXA)や無人宇宙実験シス

テム研究開発機構(USEF)等から，新しいタイプのSPSシステムが提案され，それに対応して，

われわれもCO2 負荷計算を進めてきた。 
図表 1 は，本報告で着目する佐々木(2007)と無人宇宙実験システム研究開発機構(2007)が提案

するザータイプの SPS である。 
 

                                                      
●本報告は，慶應義塾大学産業研究所の SPS 研究グループにおいて，CO2 負荷計算チームによる暫定的な

研究成果である。テザー型 SPS の CO2 負荷推計においては，JAXA の佐々木進教授に多数の情報提供と

アドバイスを頂いたことに心より感謝申し上げる。また，無人宇宙実験システム研究開発機構(USEF)の小

林裕太郎氏にも，折にふれてご相談に乗って頂いていることに感謝する。 
1 流通経済大学 経済学部 
2 慶應義塾大学 産業研究所 
3 慶應義塾大学 産業研究所 
4DOE/NASA リファレンスシステムの CO2 負荷計算については，吉岡他(1998a,b)および朝倉他（2001）
の第 5 章を参照せよ。そこでは，ソーラーブリーダーによる CO2 負荷計算も行っている。 
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テザー型 SPS の特徴の 1 つは，図中の右の 1 つのユニットが複数連結されて衛星全体を構成

するだけでなく，1 つのユニットそのものが発電衛星として機能し，発送電可能なシステムとな

っている。発電電力は，625 ユニットを連結すると地上で 1Gw となる。 
 
 
 

 
図表 2 は，テザー型 SPS システムの構築についての概念図である。地上から低軌道までは，

ペイロード 50ｔの再使用輸送機（RLV）を使用し，低軌道からは，電気推進方式（イオンエン

ジン）の軌道間輸送機（OTV）で輸送することを想定している。 
 

3.CO2 負荷の計算方法-環境分析用産業連関計算 
今日，産業技術の環境負荷にアプローチするする手法として，「積み上げ法」と「産業連関法」

がある。本報告では，慶應義塾大学が公表した 2000 年環境分析用産業連関表(中野(2005))を利

用して，SPS の CO2 負荷計算を行う。 
図表 3 は，環境産業連関表の基本構成を示している。図中のAは，部門間の取引関係を生産者

 

図表 1 テザー型 SPS の基本構成 

図表 2 テザー型 SPS の建設過程 
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価格で表示した表であり，金額表と呼び，総務庁から公表される産業連関表そのものから作成さ

れる（総務省（2004））。図中のBからFは，各部門が経済活動のために投入・消費した複数のエ

ネルギー財を物量と熱量に変換し，部門別のCO2 排出量（図中のF）を計測するために，作成・

付加した表である5。 
 
 

産業部門:1・・・ｎ部門 1・・・h

産
業
部
門
１
・
・
・
ｍ
部
門

A:取引額表

最
終
需
要

国
内
生
産
額

付加価値

国内生産額

エネルギー種類
(k品目)

B:物量表（k ×n)

(単位： kl, t, 100m
3
, 10

6
kWh )

k×h

エネルギー種類
(k品目)

C:熱量表（k ×n)
(単位： Tcal )

k×h

エネルギー種類
(k品目)

D:CO2発生表（k ×n)

(単位：t-CO2)
k×h

エネルギー種類
(k品目)

E:CO2控除表（k ×n)

(単位：t-CO2)
k×h

エネルギー種類
(k品目)

F:CO2排出量表（k ×n)

(単位：t-CO2)
k×h

注：産業研究所環境問題分析グループ(1996),朝倉
他(2001),中野(2005)より作成。

環境表の作成のた
めに作成・追加

公表される
産業連関表

 
 
環境産業連関表を利用した CO2 負荷計算のモデルは，オープン型産業連関モデルをもちいる

(式(1))。 
( ) kk fAICCO 12 −−= ・・・(1) 

 
ただし，C ：CO2 排出係数行列(対角化)，    

( ) 1−− AI ：レオンチェフ逆行列 
kf ：SPS の第 k 番目の構成物の最終需要ベクトル（例えば， 1=k は

衛星本体， 2=k は OTV・・・） 
kCO2 ：SPS の第 k 番目の構成物の CO2 負荷ベクトル 

 
式(1)の右辺のC は図表 3 の部門別CO2 排出量(図中のF)を産業連関表の国内生産額で割った

値であり， ( ) 1−− AI は公表される産業連関表そのものから計測される。したがって，テザー型

SPSのCO2 負荷計算を行うためには，式(1)の最終需要 kf を作成することが必要であり，それに

ついては，図表 2 で示したテザー型SPSの建設に関連するシステム全体の基本構成にもとづいて，

衛星本体，ETO，OTV，レクテナ，推進燃料および衛星本体とOTVに搭載する太陽電池ごとに

作成している。作成の手順の概略は，図表 4 のとおりである6。 
 

図表 4 環境分析用産業連関計算の基本フロー 

                                                      
5 2000 年環境分析用産業連関表の詳細な作成方法は，中野（2005）を参照せよ。 
6 物量情報をから最終需要を作成する方法や使用データについては，紙面の都合により省略し，別の機会

に述べる。 

図表 3 環境産業連関表の基本構成 
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① ② ④ ⑤

システムの物量情報 　IO分類との対応 システムの価額 システムのマージン考慮価額

システム
構成財

物的投入量
システム構

成財
10桁コード

分類
IO表分類 価額 IO表分類 価額

財1 a 財1 財A’ 財A a*(p_a) 財A a*(p_a)
財2 b 財2 財B’ 財B b*(p_b) 財B b*(p_b)
財3 c 財3 財C’ 財C c*(p_c) 財C c*(p_c)
財4 d 財4 財D’ 財D d*(p_d) 財D d*(p_d)

・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

商業・輸送マージン ・

③ ・ ・
IO表：単価表 ・ ・

財A’ p_a
財B’ p_b
財C’ p_a
財D’ p_b

・ ・
・ ・
・ ・

10桁コード
分類

単価

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

最
終
需
要
　
⑤

財A

財B

財ⅰ

財ⅱ

財ⅲ

財ⅳ'
財ⅲ'

財ⅱ'
財ⅰ'

財ⅳ'
財ⅲ'

財ⅱ'
財ⅰ'

財ⅳ'
財ⅲ'

財ⅱ'
財ⅰ'

財ⅰ

財ⅱ

財ⅲ

財ⅳ'
財ⅲ'

財ⅱ'
財ⅰ'

財ⅳ'
財ⅲ'

財ⅱ'
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財ⅱ'
財ⅰ'

環
境
産
業
連
関
分
析
法

財C

・
・

・

・
・
・
・
・
・

-SPSシステムのＣＯ２負荷の計測方法-

(1) SPSシステムの物量構成情報を入手・整理する（①）。

(2) ①の物量情報を産業連関表の部門分類より詳細な「部
門別品目別国内生産額表(単価表=10桁コード分類体系）」
に対応づけ（②）、②に単価を掛け、産業連関表の部門分類
に格付けし、価額表（④）を作成する。

（３） ④に商業・輸送マージンを付加し、システムの最終需要
ベクトルを作成する(⑤)

（4） 最終需要（=⑤）をもちいて、環境産業連関分析法によ
り、SPSシステムのCO2負荷を計測する。

・
・

・
・
・

・
・

・
・
・

・
・

・
・
・

 
4.SPS の CO2 排出量 

図表 5 は，テザー型 SPS システムの CO2 負荷計算の結果を示しており，トータルで約 1 千

万トンの CO2 が排出される。その内訳を見ると，RLV の推進燃料（液体酸素・液体水素）の製

造過程で排出される CO2 が全体の約 6 割を占める。つぎに，図表 6 は，テザー型 SPS を建設

する時に排出される CO2 負荷を産業部門別に示しており，電力部門からの CO2 排出量が全体

の半分以上を占めていることがわかる。最後に，図表 7 は，テザー型 SPS の耐用年数を 40 年

と想定し，電力生産 1 単位あたり CO2 負荷にかんして，SPS と既存の発電システムを比較して

いる。CO2 負荷の観点からテザー型 SPS を評価すると，原子力発電や DOE/NASA リファレン

スシステムの SPS よりは，やや高いとはいえ，化石燃料を使用する発電システムと比較して，

非常に低いレベルあることが明らかになった。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5.小括 

本報告の結果から，SPS システムは，建設時に大量の CO2 を排出するとはいえ，単位あたり

CO2 排出量でみると，化石燃料を使用する既存の発電システムより非常に CO2 負荷が低いこと

が明らかになった。今後に向けた課題として，SPS の建設時には，既存の発電部門から CO2 が

最も排出されることから，ユニット構造を持つテザー型 SPS の特長を生かして，ソーラーブリ

ーダーによる SPS 建設を想定することや，液体燃料の製造に必要な電力を SPS から供給するシ

ミュレーション分析を行うこと等も考えられるだろう。いずれにせよ，今回の推計結果は暫定値

万トン
衛星本体 構造体 70.9

太陽電池 266.3
OTV 構造体 8.9

アルゴン 6.1
太陽電池 18.5

RLV 構造体 5.1
液酸液水 640.9

レクテナ 69.8

1086.4合　　計

注；テザー型SPS（地上で1Gw）
を1基建設するときのCO2負荷。

万トン シェア(%)

1 事業用発電 577.0 53.1
2 自家発電 68.5 6.3
3 道路貨物輸送 56.7 5.2
4 石炭製品 44.3 4.1
5 銑鉄 44.2 4.1
その他計 295.7 27.2

合　　計 1086.4 100.0

注：SPSの建設に関連する全ての最終需要ベクトルを
足し会わせて，式(1)で計算した結果。

図表 5 テザー型 SPS の CO2
負荷(暫定版) 

図表 6 テザー型 SPS の産業部

門別 CO2 負荷(暫定版) 
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であり，確定版を公表した後，改めて再考させて頂きたい。 
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図表 7  電力生産 1単位あたりCO2負荷：暫定値（g-CO2/kWh） 
 

注：石炭火力，石油火力，LNG，太陽光 1 と原子力は，

本藤他(2000：修正版)：1995 年表評価値。太陽光 2 は

中野(2006)に式(1)を適用して再推計した値：2000 年表

評価値。DOE/NASA とそのブリーダーは，吉岡他

(1998a,b):1990 年表評価値。USEF は，USEF(2003)：
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